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本日のアジェンダ
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12:00 開会挨拶
  2022年度活動報告
  2022年度決算報告

12:30 賛助会員からの耳より情報

12:40 質疑応答

12:55   閉会挨拶
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2022年度下期
ハイライト
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フリーランス協会のビジョンとミッション
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誰もが⾃律的なキャリアを築ける世の中へ
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会員規模（フォロワー・一般会員・法人会員）
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トピック① フリーランス新法が成立
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▲4/28(金) 朝日新聞２面 ▲5/18(木) 毎日新聞朝刊▲4/4(火)J-WAVE  STEP ONE

▲4/27(木) 弁護士ドットコム

法案成立の前日に
厚労省記者クラブで会見し、
多くのメディアで
取り上げていただきました！
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フリーランス新法 法案提出までの歩み
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＜問題提起〜各省庁で個別に検討＞
2017年1⽉ フリーランス協会設⽴
2017年3⽉ 経済産業省「雇⽤関係によらない働き⽅に関する研究会」報告書を公開
2017年8⽉ フリーランス協会、政府関係者とプレス向けに最初の問題提起
2018年2⽉ 公正取引委員会、独禁法の保護対象にフリーランスを含める（実態調査で協⼒）
2018年3⽉ 厚⽣労働省、「雇⽤類似の働き⽅に関する検討会」報告書を公開（実態把握で協⼒）
2019年6⽉ 厚⽣労働省、 「雇⽤類似の働き⽅に係る論点整理等に関する検討会」の中間整理にて保護の検討対象と課題の優先順位を整理
2019年7⽉ 内閣府、「⽇本のフリーランスについて―その規模や特徴、競業避⽌義務の状況や影響の分析―」を発表（調査設計で協⼒）
2019年8⽉ フリーランス協会、報酬トラブル弁護⼠費⽤保険「フリーガル」をリリース
2019年10⽉ フリーランス協会、契約トラブル実態調査を実施し、調査結果を政府に提出

＜内閣官房等の四省庁連携での検討開始〜フリーランス・トラブル110番とガイドライン策定＞
2020年2⽉ 未来投資会議で、内閣官房、公正取引委員会、厚⽣労働省、中⼩企業庁の四省庁連携で、フリーランスの環境整備を⾏っていくと発表
2020年3⽉ フリーランス協会ほか、⾃⺠党政務調査会の経済成⻑戦略本部で提⾔
2020年3⽉ フリーランス協会ほか、⾃⺠党の競争政策調査会で提⾔
2020年5⽉ ⽇本経済再⽣総合事務局、契約トラブル実態に関するフリーランス実態調査を発表
2020年6⽉ フリーランス協会、「フリーランス⽩書2020」で前年秋に実施した契約トラブル実態調査を公表
2020年7⽉ 未来投資会議の「成⻑戦略実⾏計画」で、フリーランス取引のガイドライン策定と下請法改正を含む⽴法的対応の検討を閣議決定
2020年11⽉ 第⼆東京弁護⼠会、「フリーランス・トラブル110番」の委託運営開始
2021年3⽉ 内閣官房、公正取引委員会、厚⽣労働省、中⼩企業庁、「フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するためのガイドライン」公開

＜契約ルールの法整備検討開始＞
2021年6⽉ 成⻑戦略会議の「成⻑戦略実⾏計画」で、書⾯での契約のルール化など法制⾯の措置検討を閣議決定
2021年7〜8⽉ 公正取引委員会、フリーランスの取引実態に関するWebアンケート実施
2021年9⽉ フリーランス協会、報酬トラブル弁護⼠費⽤保険「フリーガル」を年会費据え置きで⾃動付帯に
2021年11⽉ 新しい資本主義実現会議の「緊急提⾔」で、フリーランス保護新法の早期国会提出に⾔及
2021年12⽉〜 新しい資本主義実現会議、フリーランス当事者や関連団体へのヒアリング・意⾒交換を実施
2022年6⽉ 新しい資本主義実現会議の 「成⻑戦略実⾏計画」で、フリーランス取引適正化のための法制度の検討と早期国会提出を閣議決定
2022年9⽉ 内閣官房（新しい資本主義実現会議） 、フリーランス新法の⽅向性公開、パブコメ募集
2023年2⽉ 「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律案」を閣議決定、法案提出
2023年3⽉ フリーランス協会ほか、⽴憲⺠主党の内閣部⾨会・フリーランスワーキングチーム合同会議に出席
2023年3⽉ 第211回通常国会における国会審議開始
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フリーランス新法 法案提出までの歩み
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2023年2⽉ フードデリバリー議連
フリーランス・トラブル110番
https://freelance110.jp/
内閣官房ほか「フリーランスとして安⼼して働ける環境を整備するためのガイドライン」
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/portal/new_workstyle/freelanceleaflet.pdf

2020年3⽉ ⾃⺠党経済成⻑戦略本部 2020年3⽉ ⾃⺠党競争政策調査会

2022年11⽉ ⾃⺠党合同部会（内閣第⼆、経済産業、厚⽣労働）

フリーランス・トラブル110番の開設と
フリーランスガイドラインの策定

少なくとも契約条件明示については立法を

2023年3⽉ ⽴憲⺠主党フリーランスWT

https://freelance110.jp/
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/portal/new_workstyle/freelanceleaflet.pdf
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契約ルール整備の提言において心を砕いてきたこと
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・政治的に中立である

・調査データにより多様性を可視化し、
多様性をありのままに開示する（n=1では語らない）

・フリーランスは「自律した事業者」
（会員にも一貫して「キャリア自律」を掲げており、
労働者の権利、労働者保護は求めない）

・自分たちのグループにとっての権利や主義主張を
訴えるのではなく、社会システムとしての
全体最適解を模索・志向する

いわゆる従来型の労働組合やユニオンとは異なる
新しいスタイルのコレクティブ（共同体）

当協会の⼀貫したスタンス 契約ルール整備において

・業界、職種の多様性を考慮
（業界によってトラブルの性質が異なることも）

・過度な規制で「発注控え」が起こったら本末転倒

・フリーランスにとっても負担は最小限に
└契約条件明示はフリーランス同士にも適用
└法務リテラシーの個人差に配慮

・基本的には自由取引（当人同士の合意）を尊重し、
行政介入は最低限に

自分たちの首をしめる法律になってはいけない。
あらゆるフリーランスが「自分ごと」として理解し、

自己防衛に使える分かりやすさも重要。
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・オンライン学習（IBM SkillsBuild / Udemy for SkillsBuild）
・コミュニティ（Teamlancer）
・コワーキングスペース優待（全国123拠点）※2023年2月28日現在
・税務関連サービス優待（確定申告支援、クラウド会計など）
・ライフ関連サービス優待（住宅、PC購入、wi-fi、家事代行など）
・マネー関連サービス優待（銀行・クレジットカード、報酬先払いな
ど）
・キャリア・デザイン関連サービス優待（キャリア相談、Web制作な
ど）
・法務・契約関連サービス優待（登記支援、バーチャルオフィスなど）

・賠償責任保険 ※自動付帯
・弁護士費用保険（フリーガル）※自動付帯
・収入・ケガ・介護の保険 ※団体割引
・WELBOX
・税務法務相談（コクリエ）
・キャリアドック（キャリアカウンセリング）

※一般会員になるには、年間1万円の会費がかかります。

トピック②ベネフィットプランの無料会員開放

これまで一般会員だけだった優待を、一部を除き無料会員まで対象に

一般会員だけが使える
プレミアムベネフィット一覧

無料会員でも使える
スタンダードベネフィット一覧
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トピック③IBM SkillsBuildの提供

フリーランス協会経由の利用ユーザーは学習アクティブ率が常に70％超

6～8月はクラウドエンジニア志望者向けプログラム
「Career JumpStart Program」を提供
（オンライン学習＋オンライン体験プログラム）



Copyright 2023 Freelance Association Japan  All rights reserved. 11

プロジェクト活動実績
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政策提言プロジェクト
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政策提言Tm

フリーランス新法の実現に向けて政府と連携協力しながら、
働き方に中立な社会保険制度、インボイス制度などのテーマで積極的に問題提起・情報発信。

フリーランスの報酬適正化キャンペーン「インボイ
ス2%〜アクション」を実施。仲介に関わる７企業
団体が賛同を表明。仲介業界における「フリーラン
スにしわ寄せしない」機運の醸成に寄与しました。

法⼈成りするフリーランスのプライバシー保護や
ストーカー被害防⽌等のため、５団体と連名で、
「法⼈登記の代表取締役の個⼈情報保護に関する
提⾔書」を提出しました。

フリーランスの育児⽀援の不備について調査データ
を交えて発信。育休中の社会保険料免除は確定した
ものの、「働き⽅に中⽴なセーフティネット構築」
に向けて引き続き粘り強く発信を続けます。

三位⼀体の労働市場改⾰の指針（案）において、フ
リーランス向けのスキルアップ⽀援に取り組んでい
く⽅向性が打ち出されました。制度設計に向けて実
態調査などの協⼒を進めてまいります。
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政策提言プロジェクト
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調査・白書Tm

「フリーランス白書2023」は通常の調査に加えて、慶應義塾大学SFC清水とたくみ研究会との
共同研究（フリーランスの地方での就労意欲調査）や「フリーランス・副業人材の仲介事業者
実態調査」を実施。
2023年度白書に向けて、今月下旬よりスキルアップをテーマにした調査を開始予定。
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ジョブ創出プロジェクト
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「求人ステーション」を通じ、フリーランス・副業・兼業人材活用に関する要望や相談に対応。
自治体や金融機関と連携しながら企業向け啓発セミナーも継続開催。

求人ST Tm

「フリーランス・副業人材サービスカオスマップ2023」
を更新・公開。

厳正な審査を経て、求人ステーションの2023年度
認定マッチング事業者が23社29サービスに拡充。
（認定希望受付・審査は毎年1回、1～3月に実施）

神戸市の外部人材活用支援では、目標を大きく上回
る発注成約を創出。
相談：102件 相談からの成約：21件
全体での成約：160件（目標60件）

関東経済産業局の副業・
兼業人材活用推進事業、
日本商工会議所、関連経
営支援機関など

講演
年間22回実施
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ジョブ創出プロジェクト
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2022年のアワードでは活用企業部門・エージェント部門を選出。
2023年はフリーランスの活躍によりフォーカスし「プロジェクト単位」で表彰予定。

アワード Tm
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キャリア支援プロジェクト
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NewsPicksと共催したOUTPUT CAMP for Freelanceに100名以上が参加。
今年はキャリア支援セミナーの企画開催に注力して参ります。

キャリア支援 Tm
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地方創生プロジェクト
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2年目の徳島県の関係人口創出事業は、10月から3月まで半年間で234名が参加。
美しい伊豆創造センター（DMO）と共にワーケーション実態調査も実施。

ワーケーション推進Tm
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メディアPJ「フリパラ」記事が好評！

フリーランスの基礎力を高める漫画、おすすめ図書の書評、活躍するフリーランスになる
ためのノウハウなど、人気連載が定着。
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2022年度
決算報告
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2022年期決算
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B/S P/L

売上高 1億3,032万円
営業利益 2,200万円
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2022年期決算
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事務局人件費
（役員5名、雇用3名、業務委託34
名）
4,412万円
外注費
（本人確認サービス利用など）
339万円
広告宣伝費
（Webリニューアル、Web広告出稿など）
1,131万円
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決算推移
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単位（千円） 2018年3月
期

2019年3月
期

2020年3月
期

2021年3月
期

2022年3月
期

2022年3月
期

（第1期） （第2期） （第3期） （第4期） （第5期） （第6期）

売上⾼ 13,879 29,609 55,197 91,683 111,394 130,329 

営業利益 4,849 13,796 4,409 36,087 20,913 22,007 

当期利益 4,940 13,797 4,705 34,404 26,043 29,017

売上⾼営業利益率 34.9% 46.6% 8.0% 39.4% 18.8% 16.9%

売上⾼対⼈件費率（％） 0.0% 0.0% 1.3% 10.7% 15.3% 14.2%

売上⾼対⼈件費率（％）
（業務委託費含む） 27.9% 34.1% 44.4% 26.0% 34.7% 33.9%

売上⾼広告費⽐率（％） 2.2% 4.9% 10.7% 4.1% 8.9% 8.7%

プロボノ組織からスタートし、会員数増加に伴い、Web・システム開発、
事務局メンバーの報酬適正化（脱プロボノ）、ベネフィットプラン拡充を推進

• ベネフィットプランのさらなる拡充（一般会員への還元）
• フリパラ・動画コンテンツ制作力の増強
• 法務・財務リテラシー向上支援
• 全国各地でのリアルイベント開催
• スキルアップ支援プログラムの提供 等を推進予定

今後は
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今後のトピックス
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トピック① 日経ムック6/28（水）発売決定！
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フリーランス協会監修の日経ムック第二弾が6/28（水）発売されます！
2018年に発売した同タイトルを、アフターコロナの最新情報で全編再構成。
フリーランス新法やインボイス制度など制度解説も充実の内容です。

＜章構成＞
■Part1
働きやすくなるフリーランス＆パラレルワーカー

■Part2
活躍するフリーランス＆パラレルワーカーに学べ！

■Part3
フリーランス＆パラレルワーカーで仕事を続ける秘訣

■Part4
企業×フリーランスがイノベーションを生む

■Part5
確定申告・法律・公的支援を知る

2018年発売版は
３刷の異例の
大ヒットに！
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トピック② Zoom限定ライセンス提携決定！
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フリーランス協会一般会員限定のベネフィットとして、WEBミーティングのZoomの
限定ライセンスの提供を開始します。
個人プロプランを利用中の方も途中切り替えが可能で、日割りで返金されるので、
すぐにアップグレードいただける大変お得なプランです。

本日からマイページログイン後、
ベネフィット一覧で料金を
ご確認いただけます！
(詳細は無料会員も閲覧OK！）

お申し込み開始
6月15日（木）
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小さな声を大きな声へ（成長目標）

国内最大規模の
フリーランスネットワーク

一般会員数 会員総数

2021年3月 4期末 6,909人 46,945人
2022年3月 5期末 10,078人 64,874人
2024年3月 7期末 10,000人 80,000人
2030年3月 14期末 30,000人 400,000人

フリーランス人口*
の10%

2022年3月
前倒しで達成

フリーランス・副業ワーカーの声を代弁する存在たり得るネットワークとして
引き続き、より多くの、より多彩な声を拾えるよう会員・フォロワーを増やしていきます。

フリーランスの
声を集める

社会に届ける

制度設計に
協力する

事実を周知する

2022年12月
前倒しで達成

2026年3月（10期末）へ
目標前倒し * 2020年のフリーランス人口 462万人


